
令和６年５月

国土交通省 中部地方整備局

南海トラフ巨大地震等の

広域的な地震津波対策を推進します!

※上図は、「強震波形４ケース」と経験的手法の震度の最大値の分布 出典：南海トラフ巨大地震対策について（最終報告） （平成２５年５月 南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググループ資料）

中部 地震津波対策技術センターの取り組み
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中部地震津波対策技術センターの組織、業務内容

企画部
施工企画課

平成２５年７月１日設置

【センター長】企画部長 【副センター長】中部技術事務所長
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河川部
河川計画課
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中部技術事務所
副所長（技術・機械） 品質調査課 専門調査官
防災・技術課 地震津波対策技術課
技術情報管理官（防災） 維持管理技術課

道路部
道路管理課

総括防災調整官
防災室

災害対策ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ室

１．地震・津波対策に係る現場対応への技術検討

・技術開発、災害対策用機械等の改良・開発

２．広域的な地震・津波対策の推進

・南海トラフ地震対策中部圏戦略会議の基本戦略における多

くの課題の中で、各機関の緊密な連携なくしては達成が難

しい課題を「１１の連携課題」として取り組みます。

・広域連携防災訓練や災害対策用機械の操作訓練の実施、地

方公共団体への支援、人材育成

３．防災関係計画の策定

・南海トラフ巨大地震中部ブロック地域対策計画の策定・公

表（H26.4.1）

・濃尾平野の排水計画（第１版）の策定・公表（H25.8.30）

更に、中部地方整備局管内全域の排水計画を策定・公表

（R3.5)  

・中部版くしの歯作戦の策定・公表（R5.5 改訂） ２



具体的な取組事例

道路部
道路管理課
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迅速に復旧作業に着手し効率的な排水作業を
実施するため様々なツールを開発

排水計画に即した効率的・効果的な排水オペレーション
の実現

被災状況把握・提供システム

【本部側】

排水ポンプ車の状態や湛水深を遠隔で自動的に集約・監視
し、二次災害を防止します【現場側】

移動式アドホック型簡易水位計

災害時の通信途絶・商用電源利用不可
を想定し、自律的に通信網を構築する
水位計を開発

排水ポンプ車状態監視システム
（DSシステム）

水際付近に極力立ち入らず、排水ポン
プ車の燃料等の計器の状態を遠隔監視

特徴１．
衛星SAR等の画像を活用し
た早期の浸水範囲の把握

JAXA連携(浸水判読
データの取り込み)

特徴２.
市町村単位での面積・
湛水量等の自動集計



関係機関と連携し、戦略的な取り組みを進めます！
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１１の連携課題



南海トラフ巨大地震を想定し、実働訓練を通じて関係機関
と有機的に連携、協力し、防災体制の検証、強化を図り、来
たるべき巨大地震に備えます

広域連携防災訓練等を実施し、巨大地震等に備えます！
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令和4年度
中部ブロック南海トラフ地震防災対策推進連絡会 広域連携防災訓練

①訓練名 ：令和４年度広域連携防災訓練 （中部ブロック南海トラフ地震防
災対策推進連絡会）～静岡県・島田市・牧之原市・吉田町・川根
本町総合防災訓練と連携～

②日時：令和４年９月４日（日） ８時３０分～１１時００分
③場所：中部地方整備局災害対策本部室、静岡県庁、島田市宝来町・牛

尾地先、航空自衛隊小牧基地、富士山静岡空港、足柄SA、牧之
原市地頭方漁港

④参加：中部地方整備局、中部運輸局、国土地理院、中部管区警察局、
静岡県

⑤目的：平成２３年以降、南海トラフ地震対策中部圏戦略会議で取り組ん
できた総合啓開（道路啓開・航路啓開・ 排水計画）について、実動

を含めたオペレーション訓練を通じて、その実効性を検証した。



６

災害対策用機械の効果を最大限に発揮させます！

防災意識改革と防災教育及び人材育成の推進

各県の「防災教育の取組状況」
（中部技術事務所HP）

「防災」タブの
中部５県の防災教育の取組状況

中部地方整備局職員に加えて、地方公共団体職員、災害協定業者等を対象に、排水
ポンプ車をはじめとした災害対策用機械の操作訓練を実施しています。
操作方法を習得し、災害時の迅速かつ確実な対応を目指しています。

中部圏地震防災基本戦略の優先的に取り組む連携課題の一つである「防災意識改革と防
災教育及び人材育成の推進」に関する担当者会議は、平成24年度に中部圏の防災部局及び
教育部局が取り組むべき共通の課題と取り組み方針が策定され、平成25年度より各県の取り
組み内容や取り組み状況を報告する場として進めております。

○令和５年度愛知県ブロック災害対策用機械操作訓練
被災現場において迅速かつ確実に、さらに安全に復旧作業にあたることができるよう、国土交通省
が保有する災害 対策用機械の操作技術の習得・向上を目的に職員・協力業者等に対して訓練を
実施しました。

令和５年度 第2回担当者会議



■濃尾平野の排水計画の策定・公表(H25.8策定)

日本最大の海抜ゼロメートル地帯

が広がる濃尾平野において、南海ト

ラフ巨大地震による津波浸水、大型
台風による高潮・洪水被害を想定し、
具体的な堤防仮締切、排水作業の手

順等をとりまとめている。

■中部管内排水計画の策定（R3.5策定）
南海トラフ巨大地震及び津波等によって、中部地方整備局管内の低

平地で発生する広域かつ甚大な浸水被害から、早期の復旧・復興に資
することを目的に、実施すべき応急復旧活動（堤防仮締切、排水対策
等の具体的な方法・手順等）の指針を整理した計画である。

防災関係の各種計画を策定・公表し、取り組みを着実
に進めていきます！

左図：地震・津波による浸水想定
上図：伊勢湾台風による堤防決壊・湛水状況
右図：排水作業手順

７



防災関係の各種計画を策定・公表し、取り組みを着実
に進めていきます！
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災害対策基本法（昭和３６年１１月 法律第２２３号）最終改正：令和３年５月１９日

（参考） 地震・津波対策に係る関係法令

災害対策全般

大規模地震対策特別措置法
（昭和５３年６月 法律第７３号）最終改正：令和３年５月１０日

南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法
（平成２５年１１月 法律第８７号）最終改正：令和３年５月１０日

強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災･減災等に資する国土強靭化基本法
（平成２５年１２月 法律第９５号）最終改正：令和３年５月１９日

大規模自然災害等に備えた国土の全域にわたる強靭な国づくりを推進

災害対策全体の基本法で、防災に関する責任の明確化、防災に関する組織、防災計画、災害予防、災害応急
対策・災害復旧、財政金融措置などからなる

地震・津波対策関連

地震対策

津波対策

直前の予知の可能性のある「東海地震」

「南海トラフ地震（旧「東南海・南海地震」）」

津波対策の推進に関する法律（平成２３年６月 法律第７７号）
最終改正：平成２９年３月３１日

津波防災地域づくりに関する法律（平成２３年１２月 法律第１２３号）
最終改正：令和３年５月１０日

地震防災対策の実施に関する目標の設定、
地震防災緊急事業５箇年計画の作成など

津波による被害から国民の生命、身体及び財産を保護するため、津波対策を総合的かつ効果的に推進

ハード・ソフトの施策を組み合わせた多重防御による津波防災地域づくりを推進、市町村による「津波防災地
域づくり推進計画」の作成、津波災害警戒区域・津波災害特別警戒区域の指定など

地震防災対策特別措置法
（平成７年６月 法律第１１１号）

最終改正：令和３年３月３１日

問い合わせ先
国土交通省 中部地方整備局 中部技術事務所 副所長（技術・機械）

〒461-0047 名古屋市東区大幸南1-1-15
電話番号（052）723-5701
ホームページアドレスhttps://www.cbr.mlit.go.jp/chugi/ ９


